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第３回脱炭素先行地域の選定について 

      

日光市（市長：粉川昭一）、東京電力パワーグリッド株式会社栃木総支社（総支社長：望月一彦）

及び東武鉄道株式会社（取締役社長：根津嘉澄）は、環境省が全国の自治体を対象に募集する第３

回「脱炭素先行地域」に共同提案し、本日、「脱炭素先行地域」の一つとして日光国立公園を有す

る奥日光エリアを対象とし選定されました。 

国では、少なくとも 100 カ所の「脱炭素先行地域」において、2025 年度までに脱炭素に向かう

地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030 年度までに実行することで、多様な地

域において地域課題を同時解決し、住民の暮らしの質の向上を実現しながら脱炭素に向かう取組

の方向性を示すこととしています。 

今回選定された提案は、“雲の上のサステナブルリゾート「奥日光」：多様な観光資源と脱炭素に

よる地元アップデート”と題し、日光市の奥日光エリアにおいて、地域の脱炭素化とエリア全体の

電熱レジリエンス強化を進めるとともに、環境保全をテーマとする教育旅行の拡大等によりサス

テナブルツーリズムの発信地・先進地として観光業の活性化を狙っていくものです。（別紙参照） 

共同提案した３者は、今後、「奥日光エリア」のカーボンニュートラル実現に向け一丸となり、

それぞれが有する知見や技術を最大限に活用しながら取組を推進していきます。 

 

 

（別紙）計画提案書概要 

 

（参考）環境省ホームページ「脱炭素先行地域選定結果（第３回）について」  

URL： https://www.env.go.jp/press/press_01538.html 

【問い合わせ先】 

日光市 観光経済部 環境森林課 気候変動対策係 

担当：藤巻（電話 0288-21-5152） 

 東京電力パワーグリッド株式会社 栃木総支社 

  担当：金子（電話 028-305-8205） 

 東武鉄道株式会社 広報部 

  担当：三井・川村（電話 03-3621-5640） 

https://www.env.go.jp/press/press_01538.html
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① 宿泊施設等の観光関連施設においてエネルギー利用の効率化を進め、経
営負担軽減と脱炭素化によるブランディングを通じた観光誘客・地域活性
化を図る

② エネルギーの自給自足を通じ、長期インフラ遮断時における個々の需要家
のレジリエンス強化につなげ、災害に強いまちづくりに寄与

③ 新たな条例の制定を足掛かりにした交通の脱炭素化施策により、渋滞緩
和による生活利便性・滞在環境の向上や自然環境への負荷軽減を図る

① 温泉ガスによる腐食対策として、必要に応じて架台や基盤部に樹脂カ
バー施工を実施した太陽光発電(5,139kW)・蓄電池、LED照明を一般
住宅、宿泊施設、飲食物産店等に導入し、カーポート等によるオフサイト
PPAは地域限定再エネメニューとして
提供

② 既存水力発電のリパワ
リングにより、設備能力
を増強(450kW→
550kW)

③ 指定避難所である公共
施設に木質バイオマス
発電(40kW)を導入

日光市：雲の上のサステナブルリゾート「奥日光」：多様な観光資源と脱炭素による地元アップデート

１．民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組

① 宿泊施設に温泉熱を活用した熱利用機器を導入し、利用後の排湯
(35℃前後)を駐車場の融雪機器に二次利用

② 飲食物産店と戸建住宅に高効率空調・給湯設備の導入や断熱改修、
省エネ診断を実施

③ 日光市ゼロカーボン実現条例(仮称)を制定し、NIKKO MaaSと連携
した来訪者の公共交通シフトや住民・来訪者のEV利用拡大を推進す
るとともに、宿泊施設等から回収した廃食油由来の燃料を域内運行の公
共バスで活用

２．民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組

４．主な取組のスケジュール

３．取組により期待される主な効果

取組の全体像

脱炭素先行地域の対象：奥日光エリア(湯元地区・中宮祠地区)

主 な エ ネ ル ギ ー 需要 家
共 同 提 案 者

：
：
一般住宅73戸、宿泊施設54施設、飲食物産店58施設、その他民間施設10施設、公共施設37施設
東京電力パワーグリッド株式会社栃木総支社、東武鉄道株式会社

観光シーズンの交通渋滞や災害時のインフラ遮断が課題となっている奥日光エリアにおいて、太陽光発電・蓄電池や温泉熱を活用した熱利用等により脱炭素化を
実現。灯油やLPガスの利用コスト削減により宿泊施設等の経営負担軽減を図るとともに、新たに制定するゼロカーボン実現条例(仮称)やNIKKO MaaSと連携し
た公共交通シフトによる渋滞緩和、エネルギーの自給自足を通じたレジリエンス強化により、安心・安全で魅力的かつサステナブルなリゾート地として発信。

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

オフサイト
PPA(太陽
光)の設置

地域限定再エネ電力メニュー提供

一般住宅、宿泊施設等へのオンサイトPPA(太陽光)・蓄電池の設置

木質バイオマス発電設備設置

温泉熱利用、高効率空調・給湯、断熱改修

日光市ゼロ
カーボン実現
条例(仮称) EV導入

一般住宅、宿泊施設等へのLEDの導入

省エネ診断

廃食油バスの運行


